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高橋・上原・山下・相沢・柿沼





金融業界におけるCSRとSRI





1章　CSRの意義と定義


　1節　CSRの定義


　2節　CSRの意義


2章　諸外国から学ぶソーシャルファイナンス


　1節　日本のCSR活動と融資の現状と問題点


　2節　日本におけるSRIの現状と問題点


　3節　諸外国の成功例


3章　CSR・SRI普及にむけた設計案


　1節　日本版SBの必要性


　2節　日本版SBを実現する上での課題


4章　今後の展望


　1節　日本版SBを実現するために


　2節　考え中


終章





４章　３章で出したプランを実現可能とするために、その課題の解決策を述べて、まとめる。





1章　CSR・SRIについての議論をする前に、CSRの定義を確立させて、さらにそもそも企業にとってのCSRはなぜ必要なのかを述べる。





2章　日本企業のCSR・SRIの現状と問題点を述べ、これらを解決できるために参考となる諸外国の成功例を述べる。





３章　２章で述べた日本の現状と問題点、そして諸外国の成功例を参考に、私達が考えるCSR普及のための設計案を提案する。





論文を作る上で軸(キーワード)となることは、


企業の持続的発展　と　社会の持続的発展

















これら２つの同時達成をする事が望ましいと私達は主張する。





企業の持続的発展とは


●ステークホルダーとのコミュニケーション


●コーポレートガバナンス強化による信頼向上


●収益があげられること　etc





社会の持続的発展とは


●地球環境・社会への配慮(温暖化防止など)


●貧困問題の対処


●差別の撤廃　etc





社会的責任とは、企業は社会的存在として、最低限の法令遵守や利益貢献といった責任を果たすだけでなく、市民や地域、社会の顕在的・潜在的な要請に応え、より高次の社会貢献や配慮、情報公開や対話を自主的に行うべきであるという考えのことである。そして社会的責任投資はCSRの導入の上で欠かせない考え方で、「企業への投資判断材料として経済性の評価のみでなく、企業の環境適合性・社会適合性の評価すなわち企業の社会的責任を加え企業のパフォーマンスを分析し、投資先企業を決定する投資行動と定義される。多くの企業が当たり前のように環境・社会配慮を謳い始めており、CSRレポート、あるいはサスティナビリティレポートの公表も盛んである。金融業界も他業種には大きく遅れをとったが、メガバンクの環境事業への融資の拡大、金利優遇を主軸とした環境配慮型融資への取組み、地銀・信金・労金等におけるNPO融資のほか、SRIファンドやワクチン債の提供、金融教育の推進や植林事業への寄付や強力など、この３年程度の間にCSR推進に向けた様々な活動が活発化している。しかし、金融機関のCSRへの取組みは、現時点では多くの問題を抱えている。メガバンクの環境融資が融資全体に占める割合はまだ１％にも満たず、今後の環境融資マーケットの開拓が急務である、労金・信金等が取り組んでいるNPO融資も、その規模は非常に小さく、まだ本格的な広がりを見せていない。さらには、CSRへの取組みが自行の収益にどう結び付くか分からず、積極的に一歩を踏み出すことができないという現状である。こうした状況の中で、金融機関自身もCSRへの取組みについて他行とどのように差別化を図っていくかがこれからの課題になる。そこで参加者の皆さんには、これからより一層CSR活動を普及させるために、金融業あるいは金融機関としてCSRにどのように取り組んで貢献していけばよいか、また、普及させるにあたっての課題の解決方法について討論していただきたい。





・ソーシャルファイナンス　　　　　・ステークホルダーとの関係性


・金融業のCSR・SRIの普及策　　 ・CSR・SRIと収益の関係性


・課題の解決方法





・CSR・SRIの定義　　　　　　・CSR・SRIの定義に関する議論


・コーポレートガバナンスの在り方　・普及させるにあたっての課題





CSRの定義





国際的・国内的にもそれぞれ定義が異なる。





経済同友会


すべてのステークホルダーを視野に入れ、経済・環境・社会などの分野での社会的ニーズの変化を捉え、それをいち早く「価値創造」や「市場創造」に結び付けることによって、企業の「競争力強化」や「持続的発展」とともに経済の活性化やよりよい社会作りを目指す取組み





CSRに対しての定義が抽象的な中、この２つの基本概念はほぼ一致している。





ステークホルダーとの相互作用





ステークホルダーとコミュニケーションをとり、その要請に耳を傾けて、共に成長して相互の利益を実現していくこと





トリプルボトムライン





経済・環境・社会の３つの側面から企業をバランスよく評価し、それぞれを総合的に高めて持続的発展を実現させようという考え方





環境





経済





社会性





企業評価




















図１　トリプルボトムライン概念図
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図２　ステークホルダーとの相互作用





CSR(Cooperate Social Responsible＝社会的責任)には、国際的・国内的に統一された定義はない。





CSRの概念





欧州委員会グリーンペーパー


責任ある行動は持続可能なビジネスの成功につながるという認識を企業が持ち、事業活動やステークホルダーとの関係の中に、社会や環境に関する問題意識を自主的に取り入れていくための概念





第一章　CSRの意義と定義





一節　CSRの定義





米国の団体「社会的責任のためのビジネス」(BSR)


社会が企業に対して抱く法的、倫理的、商業的もしくははその他の期待に照準をあわせ、ステークホルダーの要求に対してバランスよく意思決定することを意味する。





経済同友会


すべてのステークホルダーを視野に入れ、経済・環境・社会などの分野での社会的ニーズの変化を捉え、それをいち早く「価値創造」や「市場創造」に結び付けることによって、企業の「競争力強化」や「持続的発展」とともに経済の活性化やよりよい社会作りを目指す取組み





国際的・国内的にもそれぞれ定義が異なる。





日本におけるCSR・SRIの発展についての議論から、経済同友会の定義に沿って論文を始める。





二節　CSRの意義





CSR活動の目的


持続可能な企業経営の推進


持続可能な地球社会の実現





双方の同時達成をする事で、CSRが業績を圧迫する単なるコストではなく、長期的な投資とみて、良好な経営を築く。





CSR活動の目的


①持続可能な企業経営の推進


②持続可能な地球社会の実現











基盤となる『経営の誠実さ』は、信頼される企業になるための必須要件。それから企業価値と社会的価値を高めるために他の４つの領域がある。





企業自身だけでなく、ステークホルダー、地域社会、地球環境、地球社会にも好影響をもたらす。





�


図1　CSR実践領域


資料) 拙稿「日本の『企業の社会的責任』の系譜(その1)」ニッセイ基礎研レポート2004 年5 月





企業自身


①反倫理・不正行為・企業不祥事の未然防止


②事業の継続性や持続可能性


ステークホルダー


企業活動の家庭・結果から直接的な影響を受ける利害関係者の損害最小化と利益最大化


地域社会


①操業地における地域コミュニティの活性化、安全・安心確保


②国や広域レベルの社会的課題の解決


地球環境


①地球環境の保全


②地球資源の持続的利用


地球社会


①地球社会の不安定要因(貧困等)の抑制・撲滅


②人間として健康で尊厳ある存続と発展





CSRの相手は？





CSRの実践領域は？





コポガバの強化・法令遵守(不祥事の未然防止)、情報開示・説明責任(透明性の向上)によって、


企業の持続的な発展を目指す





環境価値・社会価値を高めるためのCSRを推進する事によって、


社会の持続的な発展に貢献する








●ステークホルダーとの関係












































図　企業をとりまく環境





企業





株主・投資家





投資





配当





消費者・顧客





サービス





対価





従業員





能力





給与





市民・NPO





支援





協力





地球環境





資源





配慮





株主・投資家


企業が透明性・収益性が高く、健全な経営をする。


企業への投資(出資金)は増加する。





消費者・顧客


企業が安全な商品の提供・質の高いサービスの提供。


需要増加により、利益向上





従業員


労働力に見合った給与。雇用対策。適切な年金等。


やる気向上。質の高い能力提供





地域社会・市民・NPO


ボランティア・地域貢献。


協力(？)











企業価値を高める上で重要な要素は、


ステークホルダーの関係性と考える。





ステークホルダーとの良好な関係を築く事によって、企業には様々なメリットが生じる。





以上のように、ステークホルダーとの良好な関係を築く事で、


企業価値を上げる事ができ、企業にとっての持続的発展にもつながる。





SRIの普及が必須なのでは？





企業のイメージUPにもつながるが、


直接的に収益につながるかといえば微妙





環境や社会に配慮する事で、


社会全体においても持続的発展につながる。





図のように、企業が環境CSRをする事で、資源を得る事ができる企業もいれば、あまり関わりのない企業もいる。・・・・・・がっ！





地球社会





地球環境





企業の持続的発展


社会の持続的発展





以上より、CSRの意義は


不祥事の未然防止、透明性向上』の必要性


『社会面・環境面への配慮』の必要性


の２点からなる。





第二章　諸外国から学ぶソーシャルファイナンス





金融機関のCSR








２章では日本の企業のCSR活動の現状と普及策を述べて、諸外国の事例との比較をする。





金融機関の機能を活かして行うことができるCSR活動は２つに分けることができる。①環境などCSR活動に尽力している企業に対する低利率の融資を行うことでCSRの普及を促進すること②SRIファンドなどの金融商品を投資家に提供することでSRIの普及に努めること、という２つが挙げられる。





2章でわかった現状と、諸外国の事例をもとに、日本におけるCSR活動推進の設計案を提示する。





１節　日本のCSR活動と融資の現状と問題点





主に環境面での社会的責任を評価された企業は全体の38％であり、これから環境面に加え、それ以外のCSR活動に対しても評価するISO26000への移行が2010年9月に予定されている。





ISO14001の認証を取得した企業は全産業の平均は38％である。





社会的責任に対する関心の高まり





ステークホルダーからの要請により、報告書を義務付けられる企業が増えていった。





環境省の調査によると、平成１０年度から比較すると、２０年度にはCSR報告書を作成する企業が１１３０社おり、中長期的に上昇傾向にある。
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図９　CSR報告書作成企業の推移
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図１０　ISO14001認証取得企業





ISO26000への移行





融資に対する潜在的な需要





社会的責任に対する関心が高まる一方で、財務・人的な問題により活動を阻害されている現状がある。それを金融機関の機能を用いて解決できるのではないか





金融機関の必要性





大企業・中堅企業・中小企業ともに人的余裕がなく財務的な余裕がないことがCSR活動を行えない理由となっている





図　CSRに取り組まない理由　出所）ニッセイ基礎研レポート（2007）





NPO融資の現状





問題点はどこにあるのか





NPO融資に取り組む金融機関としては、地方銀行・労働金庫・信用金庫、そして新たな担い手としてNPOバンクと数多く存在している。しかし、融資件数としてはそれほど伸びておらず本格的な広がりを見せていないのが現状である





魅力的な収益機会とならない


→上記のようにコスト増加や審査にも手間がかかるなど費用対効果が小さいため金融機関はNPO融資に対して消極的である





融資審査が厳格


→事業実績や収益力だけでなく、地域での評判・社会性なども審査しなければならず時間がかかる





金融機関の問題点





NPO法人に対する理解の不足


→社内教育として徹底するとしても、現実問題としてはNPO融資は利益が発生しないためコストをかけにくい





融資によるプレッシャーの緩和や経営支援を行うことなどにより、NPO法人が融資を受けやすい環境作りを行うことが必要





マネジメント能力の欠如


→適切なビジネスモデルができていなかったり、助成金がふさわしい案件で融資を受けようとするなど





融資によるプレッシャー


→返済しなければならないというプレシャーにより利益を求め、目的がかわってしまうため融資を受けることに消極的





会費や寄付金を中心とした資金調達


→融資に頼ることなく、会費や寄付金の中だけで事業を行えるようにしている





NPO法人の問題点





魅力的な収益機会とするには融資額の上限を上げたり利率を上げることなどがあるが、それを行うとNPOが融資を受けにくくなる





NPOバンク





NPOバンクとは・・・


環境や福祉などの市民事業に融資する非営利金融機関の総称。既存の金融機関から融資を受けられないNPOや社会的企業に対して無担保・低利で融資することが可能。地域経済の観点から見れば、地域の中で資金循環を促すことで地域活性化につながる





問題点





資金不足


→市民の出資により資金を集めるのだが容易に集められず資金不足が発生している





実績不足


→融資件数・金額ともに極めて少ないため事業の範囲が限定され、その役割を十分に果たせていない





一節のまとめ





日本においてCSR活動への関心は高まっているが…





実行への懸念とされるのがCSR活動に伴うコスト





地銀・労金・信金のNPO融資は依然として消極的…





NPOバンクも融資活動をするが、資金不足。。。





実際にCSR活動を評価するSRI投資家はいるのかを、次節で述べる。





第二節　日本におけるSRIの現状と問題点





・環境事業に対する融資・・・CSRを果たしている企業に対して融資により、CSR活動を支える事ができる。


・SRIファンドの提供・・・魅力的なSRIファンドを組成する事で、SRI投資家を増やし、間接的にCSR


推進へのインセンティブとなる。


・金融教育の推進・・・金融教育を推進する事で、個人投資家を掘り起こす


・植林事業への寄付や協力・・・融資ではなく、ボランティアにより、CSR活動を支援する。





金融機関の主なCSR活動普及策
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図　日本におけるSRIのファンド数と残高





一方欧米におけるSRIファンドは全投資信託のうち１０％～１３％占めている。





日本においてSRIファンドは全投資信託のうち、１％も満たない。





SRIのファンド数は増えていても、実際にそれに対するニーズは小さい。





この理由はなんだろう？





短期的に見るとリターンが低い。
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図　SRIファンドのリターンとTOPIXとの比較
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図　SRIファンドの１年毎のリターン





図表６・図表７は、国内株式のみに投資を行うSRIファンドを選び出して１年毎のリターンを算出し、TOPIXと比較したものである。





２０００年３月末から２００７年３月末までの間を１年毎に分けてリターンを算出した結果、TOPIXを上回った本数は３４本、下回った本数は４２本で、TOPIXを下回った本数の方が若干多かった。





SRIファンドは短期的に考えるとあまりリターンが見込めない事がわかる。





機関投資家が組み入れない。





一節・二節で述べたように、①CSR活動を支援する融資が少ない②SRI投資家が少ない。


といったように、日本においてCSR活動が普及する依然の問題がある。では、次節では、CSR・SRIが発展している先進事例である諸外国ではどのような成功例があるのかを参考にしたい





三節　諸外国の成功例





資産規模においても、収益面においても確実に拡大しており、成長スピードの維持を図ることに成功している





出所）信金中央金庫（2008）より作成





図 � SEQ 図 \* ARABIC �1�　グループ資産・資金量・貸出量推移（単位：億円）





・1980年にオランダで設立されたソーシャル・バンクで、銀行免許を受けてからベルギー・イギリス・スペインと駐在員事務所を開設している。また、1990年にはオランダ初のグリーン投資ファンドを設立しており、2006年には芸術や文化振興のためのファンドも立ち上げている。





トリオドス銀行





図 � SEQ 図 \* ARABIC �2�　収益推移（単位：億円）





金融機関はGFSで調達した資金の少なくとも70%はグリーンプロジェクトに振り向ければよく、残りの30%は一般の収益性の高い事業に投融資することができる





1.2%のキャピタルゲイン課税やＧＦＳの部分の所得税控除





投資家→優遇税率


企業→低利での借入


銀行→収益を確保しながらの環境保全


政府→財政負担の縮小、苦手分野の委託





グリーン・ファンド・スキーム





①企業がプロジェクトを持ちこみ銀行が審査する


②銀行が評価機関に対してグリーン認証を申請する


③認証されれば低金利で資金調達ができる








メリット





コミュニティ開発金融機関（CDFI）





CDFIとは


・政府、銀行、財団、個人など多様な資金提供者から資金調達し、その資金で低所得者や地域に投融資する金融機関のこと


組織形態


・コミュニティ開発銀行


・コミュニティ開発クレジット・ユニオン


・コミュニティ開発ローン・ファンド


・コミュニティ開発ベンチャーキャピタルファンド















































成功要因








多様なニーズに応えることが可能








コミュニティ開発銀行やコミュニティ開発クレジット・ユニオンに預けてある資金は一般銀行の預金同様保険の対象となる





預金の増加に寄与





政府による充実した支援が存在し、その成果によりCDFIが持続的に発展しているという経緯がある。その具体的な例がCDFIプログラムである





図 � SEQ 図 \* ARABIC �3�　アメリカCDFI資産残高





CDFIプログラム：「コミュニティ開発銀行および金融機関法」を根拠として創設されたプログラムで、CDFIに対して直接的な財政支援（FA）を行うものと力量形成を目的とした経営支援（TA）を行うものがある。





2009年時点でアメリカ政府が認定するCDFIは788存在するが、そのうちFAの資金を受け取ることができたのは59に過ぎない。これは、審査基準が厳格であることに起因する。





このように暗黙の了解として政府保証を付与することで民間からの資金を引き込むことに成功している





財政支援（FA）の補助対象





経営支援（TA）の効果





TAにより得た補助金は返済義務がないということが大きな特徴である。CDFIはこの資金を用いてコンサルティングを受けたり、スタッフ・理事の教育など力量形成を行う。





図　CDFIプログラムの推移（出所　小関（2009）





CDFIプログラムによる民間資金調達の確保





低所得者や地域に対する投融資を行うことにつながっている。





トリオドス銀行のGFSによる４組織のメリット





銀行は低利で資金調達により利益を確保し、CSR活動も行えている。





民間資金の確保





持続的発展





SBやCDFIのように、政府の介入により資金の円滑な調達が可能となり、またその資金を活かした投融資活動も行うことが可能である。トリオドスの例・CDFIの例の双方のメリットを日本で活かすことはできないだろうか


次章では日本におけるソーシャルバンクの必要性を述べる。





三章　CSR・SRI普及に向けた我々の設計案





一節　日本版ソーシャル・バンクの必要性





NPO融資の現状より金融機関・NPO法人双方にとっての望ましい融資制度の確立がなされておらず、NPOバンクも資金不足で活動が限定的





日本企業のCSR活動の現状よりCSRコストに対する融資の需要が存在するが、その一方で環境配慮型融資など低利の融資は継続が困難





解決策





日本版ソーシャル・バンクの創設





①持続的発展が可能なビジネスモデル（GFSの採用）


②NPO融資なども効率的に行える





日本版ソーシャル・バンク





仕組みとしてはGFSと同様で


①CSR活動に尽力している中小企業およびNPO法人に対して融資を行う


②預金者・投資家は日本版ソーシャル・バンクに対する預金・投資などで優遇税率を受けられる


③企業も低利で融資を受けることが可能


④政府の財政負担を少なく抑え、CSR活動の普及に貢献できる





NPO法人





CSR尽力


中小企業





収益性の高い事業





投融資





低利融資





日本版


ソーシャルバンク





政府





優遇税率


(比率換算)





低利利息





預金


投資





預金者・投資家





またオランダのGFSの場合、集めた資金の最低7割はグリーンプロジェクトに対して投融資をしなければならないが日本版では5割と設定し経営が軌道に乗るまでは利益を確保するという仕組みとする





CSRの普及につながる。





SRI投資家が増加する事により、金融機関はさらに魅力的なSRI商品を開発させる。





これらの仕組みによって、SRIが普及していけば、その分CSRを果たす企業に対しても資金がくる。





政府のメリット


社会の持続的発展のために政府が補助金等を提供するよりは低コスト





金融機関のメリット


SRI投資家が増大する事によって、商品が売れる。収益性のメリット。





SRI投資家のメリット


SRIファンドに投資すればするほど、優遇税率があがるため、税金の負担が減る。





二節　日本版SBを実現する上での課題





ビジネスとして成り立たないNPO法人に対する融資どのように拡大させていくかが問題となる





事業収益を見ても０～５００万円が６０%弱を占め、それほど魅力的な融資先ではないことは明白である





図　事業収入　出所）内閣府NPO　HP





NPO法人は地域に根ざした活動を通して地域活性化を促そうとする団体であり、事業における収入はそれほど大きなものは望めない





区別する基準がないとその銀行に預金するだけで優遇税率を受けられることに





優遇税率





預金者





預金者





SB事業預金





一般


預金





銀行





順調に拡大すれば数千億の規模になる。





なぜ優遇税率が適用される商品を判断する必要があるのか





NPO融資拡大の方策





優遇税率適用商品の判断の必要性





日本においてSBという金融機関を新設するのは実現性が低いのでは・・・





オランダではGFSを採用している銀行が複数存在するが、日本においてはその仕組みづくりを０から始めなければならない





新たにSBを設立し日本全国の融資需要をカバーするとなるとそれだけ多くのSBが必要となるためコストが重荷となる





設立コスト





●新たに設立するよりはコストがかからない。


●NPO融資等の経験からノウハウがある。


●既存の金融機関なので信頼性がある。


●メガや地銀等、すでに各地域に存在。





日本版SB事業
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●一から作るには膨大な設立コストがかかる。


●人材の育成・マネジメントの欠如


●新たに作る場合、信頼性が低い
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既存の金融機関に事業として設けた場合





新たに設立した場合





日本版SBを、新たに設立するのではなく、既存の金融機関に事業として設ける。





解決策





①日本版SBを設立するには、コストがかかる。





一章　日本版SBを実現させるための解決策





政府が介入する場合、企業や金融機関に対して補助金を与える策もあるが、『継続性・持続性』といったものを考えた場合、優遇税制が妥当ではないかという考え。





優遇税制





政府





CSR活動を普及させるために必要な事








税の優遇





企業・社会の持続的発展の可能性











資金流入





企業価値向上





商品が売れる





GFS商品への


投資・預金





★SRI投資家増加でSRI商品の売上げUPによるCSRへの関心増


★より厳しく評価される事で質の高いCSR活動の推進


★投資が増える事が企業にとってのプラス





直接的にCSR活動普及に貢献





間接的にCSR活動普及に貢献





・GFS商品に投資すれば税の優遇





投資家・預金者





CSRを果たす企業





・環境格付け融資の拡大


・魅力的なSRI商品・SRIファンドの組成


・CSR活動を行う企業への評価





日本版SB





四章　今後の展望





②優遇税率を受けられる商品や預金の選別が必要





解決策





SRI商品に政府からの認証を得て、その認証によって優遇税率が適用される。





日本版ソーシャルバンクを創るための課題と解決策は、まだ詰め切れていない段階です。また、論文を書く途中でもまだまだ出てくると思います。私達としては、CSR・SRI普及のための設計案を夏合宿後に自分たちで考えてみたので、それに対する意見や反論などがあればお願いします。





必ず１割はNPOに投融資しなければならないという強制力がある事によって、NPO融資の拡大が見込める。








オランダのGFSの場合、グリーンプロジェクトに対して、７割を割当てなければならないが、


日本版では5割と設定し経営が軌道に乗るまでは利益を確保するという仕組みとする











５割：





NPO





一般の銀行の評価で排除されてしまったけどCSRに貢献する企業への融資








収益が見込める融資案件か、一般の銀行の評価と同じくらい信頼性があるプロジェクト融資





４割：





SB事業の預金で集められた資金





SB事業で集めた資金の１％を低率でNPO融資に割当てる。





③SB事業を立ち上げたとしてもNPO融資は少ないまま





解決策





企業もこの商品に組み込まれるためにCSR活動に励む。





政府のお墨付きもあるため、投資家・預金者の信頼向上





SB事業





SRI商品





預金者・投資家





SRI商品





SRI商品





SRI商品





全てのSRI商品が優遇税制の対象になったら、本当にCSR活動に貢献しているのか信頼性は微妙





税の優遇





SRI商品





預金者・投資家





CSR企業





SB事業





政府





政府から認証を受ける事で・・・





全てのSRI商品が優遇税制が対象とする場合








